エネルギー政策課
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平成28年度　事業別最終予算額及び決算額（又は決算見込額）
（単位：円）
	事業名
	最終予算額
	決算額又は
（決算見込額）
	グループ名

	おおさかスマートエネルギー協議会　
	　254,000
	246,372　
	企画推進グループ

	地域環境活動を広げる府民共同発電補助事業
	2,000,000　
	2,000,000
	企画推進グループ

	おおさかスマートエネルギーセンターの運営
	5,660,000　
	4,304,642
	スマートエネルギーグループ

	創エネ設備及び省エネ機器設置特別融資事業（過年、現年貸付金）
	343,000,000　
	343,000,000　
	スマートエネルギーグループ

	下水熱普及促進のための調査事業
	5,724,000　
	5,003,640　
	スマートエネルギーグループ

	豊かな環境づくり大阪府民会議運営費等
	628,000　
	474,050　
	環境活動推進グループ

	環境保全活動補助金
	2,500,000　
	2,379,612　
	　環境活動推進グループ

	大阪府環境保全基金の運営（寄附金、運用益）
	2,946,000　
	2,699,947　
	　環境活動推進グループ

	環境交流パートナーシップ事業
	3,000,000　
	2,073,600　
	　環境活動推進グループ

	省エネラベルキャンペーンの普及促進事業
	30,000　
	30,000　
	　環境活動推進グループ

	温暖化防止条例に基づく事業者指導事業
	195,000　
	172,454　
	温暖化対策グループ

	クールスポットモデル拠点推進事業
	8,000,000　
	7,505,000　
	温暖化対策グループ

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　


決算見込み額の場合は、（　）書きにしてください。
事　務　執　行　概　要

企画推進グループ

１　庶務事務について
　　課の一般庶務事項を掌るとともに、課内の諸給与、課の物品購入管理事務、課業務の連絡調整等に関する事務を行い、事務事業の適正な執行に努めた。
２　企画調整事務について
　　課の企画関係全般（議会、国家要望、各種調査照会、広報・広聴他）について、課内、部内及び庁内の調整を行い、迅速な事務処理に努めた。
３　おおさかエネルギー地産地消推進プランに基づく施策の推進

　　府環境審議会答申や府市エネルギー戦略会議の提言を踏まえて平成26年３月に策定した「おおさかエネルギー地産地消推進プラン」の進捗管理を行うとともに、同プランに基づき、「大阪府・大阪市で取組むエネルギー関連の施策事業集～2016年度アクションプログラム～」に掲げた施策に取り組んだ。

	2013年度から2020年度までの目標値
（下段は2020年度末の累計目標値）
	達成状況
（下段は2015年度末の累計導入状況）

	供給力の増加
	太陽光発電
	+90万kW
(約115万kW)
	+49.6万kW 【達成率：55.1％】※
（76.1万kW）

	
	分散型電源
（コージェネレーション等）
	+30万kW
(約83万kW)
	+5.0万kW 【達成率：16.7％】
（58.4万kW）

	
	廃棄物発電等
	+5万kW
(約28万kW)
	+1.9万kW 【達成率：38.0％】
（24.7万kW）

	需要の

削減
	ガス冷暖房等
	+20万kW
	+15.1万kW 【達成率：75.5％】

	
	ＢＥＭＳ等
	+5万kW
	+2.9万kW 【達成率：58.0％】

	合計
	+150万kW
	+74.5万kW 【達成率：49.7％】


（プランの目標及び達成状況）

· 太陽光発電については、2016年12月末時点で、+55.3万kW（達成率61.4％）
４　おおさかスマートエネルギー協議会

　　府民、民間事業者、市町村、エネルギー供給事業者等が、地域レベルでエネルギーに関する情報を共有し、相互に連携した創エネ･省エネの取組みを進めた。
（開催状況）

	会  　議　  名
	テ ー マ
	開催回数

	全　体　会　議
	夏の電力需給状況や電力料金値上げとその影響等について
	2

	部門別
	事業者部門
	下水熱利用の推進
	1

	
	
	市民共同発電の推進
	2

	
	家 庭 部 門
	家庭の省エネ取組促進等
	3

	
	市町村部門
	おおさかスマートエネルギーセンターとの連携等
	2


５　地域環境活動を広げる府民共同発電補助事業
　ＮＰＯ等公益的団体が、府民等からの寄付・出資を募り、公益的施設に太陽光発電を設置するとと
もに、施設と連携した環境活動を展開する取組みを支援するため、当該太陽光発電設置に係る費用の
一部に対し、補助金を交付した。
６　大阪電力選べる環境づくり協議会
　　事業者等電力需要者が電力供給事業者を選べる環境整備を進めるために、大阪府、大阪市、新電力

事業者で連携体制を構築し、電力自由化をはじめ電力調達コストの低減に向けた情報発信等を行った。
７　関西広域連合「エネルギー検討会」への参画
「関西エネルギープラン」に基づき、省エネや再エネの普及拡大に向けた取組みを進めるととも
に、国に対し、必要な提言を行った。　　　

スマートエネルギーグループ
１　おおさかスマートエネルギーセンターの設立･運営

　　府民・事業者の創エネ・省エネ普及など、エネルギー関連事業の拠点として大阪府・大阪市共同で「おおさかスマートエネルギーセンター」において、下記の事業を推進した。

（1） 太陽光パネル設置普及啓発事業
府民が安心して住宅の屋根に太陽光パネルを設置できるよう、府が定める要件を満たす優良な民間事業者を登録し、府ホームページにおいて公表した。

・登録事業者：89社

・自主的な行動基準（※）届出事業者：120社

　　　※ 府が示したモデル的な行動基準を参考に、事業者自ら定めた基準。

（2） 公共施設や民間施設の遊休地（屋根含む）と発電事業者のマッチング
府内市町村施設等への太陽光発電の導入拡大を目指し、市町村に働きかけや情報提供を実施
【事業者決定箇所】２市（屋根貸し：３施設）
（3） 省エネビルサポート事業
中小事業者が省エネに取り組むきっかけとするため、率先して省エネに着手した事業者の事例を

「省エネチャレンジ」と位置づけ、府のホームページで広く情報発信した。

（4） おおさか版ＢＥＭＳ普及啓発事業

事業者の節電・省エネを促すため、おおさか版ＢＥＭＳ事業者登録制度を活用し、ＢＥＭＳ事業
　　者と中小事業者等のマッチングを行った。

・登録事業者：20社

・省エネセミナーの開催・講演：主催３回、講演56回

（5） 創エネ・省エネ等相談

　　　府民・事業者からの創エネ・省エネに係る相談・問い合わせ等にワンストップで対応した。

　　　・相談件数：712件

（６）大阪府住宅用太陽光発電シミュレーション システムー環境にもおとくやねんー　の提供

住宅用太陽光発電の需要を掘り起こすため、太陽光発電のメリットや収支シミュレーションなど
導入検討に必要な全ての情報を簡単かつ一元的にシミュレーションできるシステムを府ホームペ
ージで提供した。

（７）大阪府低利ソーラークレジット事業
　　　府民の太陽光発電設備設置促進に向け、その導入コストの負担軽減を図るため、府で実施する既
存の低利融資制度に加え、信販会社と連携し、府の登録販売店で簡易に手続可能な、低利ソーラー
クレジット事業を実施した。

　　　・活用実績：28件

２　創エネ設備及び省エネ機器設置特別融資事業
創エネ設備及び省エネ機器の普及促進を図るため、金融機関と連携し、住宅用太陽光パネル等設置者に対し、融資を行った。

　　　・融資実績：15件

３　下水熱普及促進のための調査事業
　　府域に賦存量が多い（全国第２位）下水熱の利用を促進するため、都市整備部と連携し、府内流域下水幹線の位置・流量・温度等、利用可能な下水熱の程度を容易に把握できる「下水熱ポテンシャルマップ」を作成した。
環境活動推進グループ

１　環境教育・学習の推進

　　個人のライフスタイルや企業活動のあり方が、環境問題に大きく関与している現状に鑑み、様々な機会を捉え、環境教育・学習を推進するための事業を実施した。
２　豊かな環境づくり大阪府民会議
府民団体、事業者団体、行政の協働により豊かな環境の保全と創造に関する施策を企画・立案するため、総会及び企画委員会を各２回開催し、「平成２８年度 豊かな環境づくり大阪行動計画」の策定や、環境にやさしい消費行動（グリーン購入）を呼びかけ、環境に配慮したライフスタイルの実践を促すため「環境にやさしい買い物キャンペーン」を実施した。

３　おおさか環境賞
環境の保全又は創造に資する活動に自主的に取り組んでいる個人、団体、事業者の中から、他の模範となる者を表彰した。
・準大賞：２団体、奨励賞：２団体、審査員特別賞：１団体
４　環境保全活動補助制度
　　民間団体等の豊かな環境の保全及び創造に資する自主的な活動を促進するため、先進的で他の模範となる環境保全活動に対し補助金を交付した。
・事業補助を行った団体：10団体

・補助総額：2,380千円

５　環境交流パートナーシップ推進事業
　　環境活動に取り組むNPO等による相互交流の機会を創出する取組を一層充実させるとともに、多様な主体が協働する取組を促進し、府民による主体的かつ自発的な環境活動の取組を支援するため、交流会等（交流セミナー、人材育成講座及び環境教育研究会）を開催した。

　　　・交流会開催回数：４回

６　大阪府環境保全基金の運営
　　環境保全に関する普及啓発事業等の一層の推進を図るため、平成２年３月に設置した環境保全基金

の充実を図るとともに、その運用益等を活用してローカルアジェンダ21推進事業等を行った。

なお、環境審議会の意見を踏まえ、基金を計画的に取崩して事業を展開することとし（平成28年

度当初事業から適用）、地域環境活動を広げる府民共同発電補助事業、下水熱普及促進のための調査

事業、環境交流パートナーシップ事業など新たな事業を実施した。
　　　・平成 28年度基金寄附金等積立額　　   2,699千円
　　　・平成 28年度基金取崩額　　　　      20,117千円
　
７　環境配慮に関する啓発
　　ホームページ等を活用して、民生部門（家庭・オフィス）を中心に環境にやさしい行動（エコアクション）の普及啓発を実施した。
特に、環境基本法で定められた「環境の日」（６月５日）を含む毎年６月を「環境月間」として、環境問題に関する意識の向上を図るための啓発を行った。
８　節電の取組み

　　関西広域連合と連携して府民・事業者に対し広報誌、メルマガ及びちらし等による呼びかけを行い、

　府民向けに節電を促進するとともに、府自らも節電目標を設定して節電に取組んだ。
９　地球温暖化防止対策の推進

（１）　地球温暖化防止活動推進事業
　　　近年、二酸化炭素等温室効果ガスの増加が著しい民生部門（家庭、オフィス）において省エネ行動等を普及し、浸透させていくため、平成28年10月に第８期の地球温暖化防止活動推進員を委嘱（平成29年５月１日現在93名　任期：平成30年９月30日まで）して地域の活動を促進するとともに、ＮＰＯ、市町村と協働して地域レベルでの地球温暖化防止活動を展開した。
 （２）　省エネラベルキャンペーンの普及促進事業
　　　省エネ型家電製品の購入を促進するため、「大阪省エネラベルキャンペーン実行委員会」に参画し、省エネラベルの普及促進を行った。
温暖化対策グループ

１　地球温暖化対策の推進
（１）温暖化防止条例に基づく事業者指導事業
「大阪府温暖化の防止等に関する条例」に基づき、エネルギーを多く使用する事業者を対象に、温室効果ガスの排出や人工排熱の抑制等についての対策計画書や実績報告書の届出を義務付けるとともに、対策と削減状況を総合的に評価する「評価制度」を新たに導入し、必要な指導・助言を行った。

また、温暖化防止等に関し、他の事業者の模範となる特に優れた取組みを行った事業者を「おおさかストップ温暖化賞」として表彰し、事業者名とその取組内容を広く公表することにより、温暖化防止等に関する事業者の意欲を高めるとともに、対策の一層の普及促進を図った。
・平成28年度実績報告書届出数：872事業者
・平成28年度対策計画書届出数（評価制度対象）：181事業者
・平成28年度おおさかストップ温暖化賞：知事賞 １事業者、優秀賞 ６事業者、
特別賞 １事業者
（２）大阪府域における気候変動の影響への適応策の検討
国が平成27年11月に策定した「気候変動の影響への適応計画」を踏まえ、自然災害や健康等の７分野について大阪府域における「適応」に係る影響と施策の検討を行うとともに、「大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に位置づけるために、「適応」の基本的方向性の検討を実施した（平成28年11月に大阪府環境審議会に諮問）。
２　ヒートアイランド対策の推進
（１）ヒートアイランド対策の推進
「大阪府温暖化の防止等に関する条例」に基づく届出の内容について、事業者に対して必要な指導・助言を行うとともに、平成27 年３月に策定した「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づく対策を推進した。
（２）ヒートアイランド対策技術の普及促進
「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づく対策について着実かつ効果的・効率的に推進するため、産学官民の連携組織である「大阪ヒートアイランド対策技術コンソーシアム」と協力して、対策技術の開発と普及の推進等を行った。
（３）クールスポットモデル拠点推進事業

「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づき、夏の昼間の暑熱環境の改善のため、民間事業者の知識やノウハウ等を活用した屋外空間におけるクールスポットを創出する取組みを促進するため、民有地等を対象に、モデルとなる先進的なクールスポットを整備する事業を民間事業者から公募し、整備費用の一部について補助金を交付した。
・平成28年度採択事業：２事業
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